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国民投票法案の廃案を求める要請書 

 
１ 私たち自由法曹団は、全国の約１７００名の弁護士からなる法律家団体で

すが、今、国会に提出されている国民投票法案を成立させることに強く反対

しています。 
２ 国民投票法案につきましては、与党および民主党からそれぞれ修正案が公

表されていますが、その修正案も、①最低投票率の定めがなくごく一部の賛

成でも改憲が成立する、②公務員・教育者の自由な意見表明を制限している、

③テレビ・ラジオの有料広告による世論操作が野放しにされている、など国

民の意思を正確に反映しえない不公正なものとなっています。 
３ このような重大な問題のある国民投票法案は、国民の意思を歪めて、国民

の間で大きな反対の声が上がっている「９条改憲」を不公正なやり方でかす

めとろうとする「からくり」にほかなりません。 
４ 与党は、今国会での成立、しかも５月３日までの成立を図る方針と報じら

れていますが、参議院では、まだ一度もこの法案の審議を行っていません。

ゼロからのスタートとなるにもかかわらず、これでは、参議院で審議する時

間はほとんどありません。このような参議院軽視の態度は、厳しく批判され

なければなりません。この法案が参議院に送られた場合には、国民の立場に

たって、慎重かつ十分な審議をすることが切に求められています。 
５ 国民の多くは、国民投票法案の成立を望んでいません。１月１３、１４日

実施の JNN 世論調査では、「成立させる必要はない」が４７％で「必要あり」

の４１％を上回っています。また、そもそも安倍政権に憲法「改正」を期待

している人はごくわずかです。１月２３日付「読売」では、「安部内閣に優先

的に取り組んでほしいもの」として「憲法改正」をあげた人はわずか７％に

すぎず、列挙された１７課題中下から２番目でした。 
６ 国民の望まない、しかも著しく不公正な国民投票法案は廃案にするしかあ

りません。私たちは、国民投票法案を廃案にするよう心から要請いたします。        


